社会福祉法人○○会旅費規則（例示）
（目的）

第１条　この規則は、本法人の役職員等に対して支給する旅費に関し、必要な事項を定めるものとする。

（支給範囲）

第２条　支給対象者は、本法人の役員及び職員並びに本会の業務により旅行を依頼した者とする。

（旅行命令等）

第３条　旅行は、理事長又は理事長から委任を受けた者（以下「旅行命令権者」という。）の発する旅行命令又は旅行依頼（以下「旅行命令等」という。）によって行わなければならない。

２　旅行命令等は、電信、電話、郵便等の通信による連絡手段によって業務の円滑な遂行を図ることができない場合に限り発するものとする。

３　既に発行した旅行命令等を変更（取消を含む。以下同じ。）する必要があると認めた場合又は第４条第１項若しくは第２項の規定によって旅行者の申請があった場合には、これを変更することができる。

４　旅行命令等を発し、又はこれを変更するには旅行命令（依頼）簿（第１号様式）に記載して通知するものとする。

（旅行命令等に従わない旅行）

第４条　旅行者は、業務上の必要又は天災その他やむを得ない事情により旅行命令等に従って旅行することができない場合は、あらかじめ旅行命令等の変更を申請しなければならない。

２　旅行者は、前項の規定による旅行命令等の変更を申請するいとまがない場合は、旅行後すみやかに旅行命令等の変更の申請をしなければならない。

（旅費の種類）

第５条　旅費の種類は、鉄道賃、バス賃、船賃、航空賃、車賃、日当、宿泊料及び食卓料とする。

（旅費の計算）

第６条　旅費は、別表第１に定める区分により原則として最も経済的な通常の経路及び方法により旅行した場合の旅費により計算する。

２　職員が旅行命令権者の承認を受けて自家用車（旅行命令権者が別に定める基準に基づいて登録を受けた自家用車に限る。以下同じ。）を使用した旅行（以下「自家用車による旅行」という。）をする場合には、当該自家用車を使用した全路程を通算して車賃を支給する。

３　職員が旅行命令権者の承認を受けて自家用車に同乗して旅行する場合には、車賃を支給しない。

４　日当、宿泊料及び食卓料の額は、別表第２の定額による。

５　鉄道及びバス並びに自家用車の行程１００キロメートル未満又は水路の行程５０キロメートル未満の旅行の場合における日当の額は、業務上の必要又は天災その他やむを得ない事情により宿泊した場合を除くほか、前項の規定にかかわらず定額の２分の１とする。

（旅費の請求手続き）

第７条　旅費（概算払に係る旅費を含む。）の支給を受けようとする旅行者及び概算払に係る旅費の支給を受けた旅行者でその精算をしようとする者は、旅費請求書（第２号様式）に必要な書類を添えて、提出しなければならない。

２　概算払に係る旅費の支給を受けた旅行者は、当該旅行を完了した後、すみやかに当該旅行について前項の規定による旅費の精算をしなければならない。
　ただし、旅費の精算残額がない場合及び追給額がない場合（零精算）は精算書の作成を省略することができる。

（旅費の調整）

第８条　予算上、その他特別に必要ある場合は、旅行に要した実費を超える部分について、全部又は一部を減額して支給することができる。

（外国旅行の旅費）

第９条　外国旅行する場合の旅費については、別に定める。
附　則
この規則は、平成　　年　　月　　日から施行する。
別表第１

交　通　費

	鉄　　　道　　　費
	バス賃
	船　賃
航空賃

	旅行運賃
	急行料
	特別急行料
	座席指定料金
	
	

	乗車に要する運賃
	普通急行列車を運行する線路による旅行で片道５０キロメートル以上のもの。
	特別急行列車を運行する線路による旅行で片道５０キロメートル以上のもの。
	座席指定料金を徴する列車を運行する線路による旅行で片道１００キロメートル以上のもの。
	現に要した実費
	現に要した実費


別表第２

日　当　及　び　宿　泊　料
	区　分
	日　　当
（１日につき）
	宿泊料（１夜につき）
	食　卓　料

（１夜につき）

	
	
	甲　地　方
	乙　地　方
	

	施設長
	
	
	
	

	その他の職員
	
	
	
	


注１　宿泊料のうち甲地方とは、東京都（区の存する区域に限る。）、指定都市（地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の１９第１項に規定する指定都市をいう。）、中核市（同法第２５２条の２２第１項に規定する中核市をいう。）及び各県の県庁所在地をいい、乙地方とはその他の地域をいう。
２　食卓料は、水路の夜数に応じ、定額を支給する。
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